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●再掲 

（令和８年度～令和12年度） 過疎地域持続的発展特別事業分 

持 続 的 発 展 
施 策 区 分 

事 業 名 
(施 設 名) 

事 業 内 容 
事 業 
主 体 

備 考 

２．産業の振興 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．生活環境の
整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(10)過疎地域持
続的発展特別事
業 
 その他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(7)過疎地域持続
的発展特別事業 
 危険物撤去 
 
 
 
 
 

 
 
 
脇野沢リフレッシュセンター鱈の里解
体事業 
（事業内容） 
 道の駅わきのさわ「リフレッシュセン
ター鱈の里」を解体する。 
（必要性） 
 脇野沢流通センターのリニューアル
に伴い同施設に機能が集約され、今後利
用見込みのない施設となるため解体が
必要である。 
（事業効果） 
 解体することにより、周辺環境が整備
され、観光地の景観保全につながる。 
 
 
 
 
 
 
 
旧簡易水道施設解体事業 
（事業内容） 
 上水道施設への統合に伴い、廃止し 
た旧簡易水道施設を解体する。 
（必要性） 
 老朽化が著しい施設や耐用年数を超 
えている施設の倒壊が懸念されるた 
め、早急な対策が必要である。 
（事業効果） 
 施設を解体することで倒壊等を未然 
に防止し、地域住民の安全を確保する。 
 

 
 
 
市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
脇野沢 
 
公共施設の再
編に伴い、利
用見込みのな
くなる施設を
解体すること
により、地域
住民の生活環
境を整備する
ことで暮らし
やすい環境と
なることか
ら、地域の持
続的発展に資
するものであ
る。 
 
 
 
川内 
大畑 
脇野沢 
 
地域住民の安
全を確保し生
活環境を整備
することで暮
らしやすい環
境となること
から、地域の
持続的発展に
資するもので
ある。 
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７．医療の確保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８．教育の振興 
 

(3)過疎地域持続
的発展特別事業 
その他 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4)過疎地域持続
的発展特別事業 
 その他 
 

 
 
診療所医師確保対策事業 
（事業内容） 
 むつ総合病院と連携した診療所にお
ける医療体制の維持・充実、医師確保対
策を行うための補助・負担金を支出す
る。 
（必要性） 
 医師不足及び看護師不足等医療体制
の課題を解消するために必要である。 
（事業効果） 
 常勤医師の確保や医師の派遣、医師の
研修等を実施し、地域医療の確保及び医
療技術の向上につながる。 
 
 
 
 
 
 
脇野沢総合運動場解体事業 
（事業内容） 
 事実上の廃止となった脇野沢運動場
のバックスクリーン等の解体を行う。 
（必要性） 
 施設倒壊等の危険性を排除する必要
がある。 
（事業効果） 
 地域住民が安全に生活することがで
きる。 
 
 
 
スクールバス運行事業 
（事業内容） 
 川内小中学校の３路線、大畑小中学校
の２路線、脇野沢小中学校の２路線の合
計７路線で約 100 人の登下校の補助を
行う。 
（必要性） 
 少子化に伴い小中学校の統廃合を進
めたことにより、徒歩による通学が困難
な児童生徒への支援が必要である。 
（事業効果） 
 児童生徒が安全に通学でき、学ぶ機会
が保障される。 
 

 
 
下北医
療セン
ター 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市 
 
 
 
 
 
 

 
 
川内 
大畑 
脇野沢 
 
地域医療の確
保及び医療技
術の向上を図
ることによ
り、住民の健
康が保たれ、
人口減少の抑
制につながる
ことから、地
域の持続的発
展に資するも
のである。 
 
 
 
脇野沢 
 
地域住民の安
全を確保し生
活環境を整備
することで暮
らしやすい環
境となること
から、地域の
持続的発展に
資するもので
ある。 
 
川内 
大畑 
脇野沢 
 
児童生徒の通
学を支援し学
ぶ機会を守る
ことで地域の
将来の担い手
を育てること
につながり、
地域の持続的
発展に資する
ものである。 
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12．その他地域
の持続的発展に
関し必要な事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過疎地域持続的発展基金積立 
（事業内容） 
 公共施設の解体に必要な費用を基金
に積み立てる。 
（必要性） 
 公共サービス維持のため公共施設の
統廃合を進めたことにより、使われなく
なった公共施設が老朽化し、倒壊する危
険があるため。 
（事業効果） 
 倒壊の危険がなくなり、地域住民が安
心して暮らすことができる。 

市 川内 
大畑 
脇野沢 
 
統廃合により
使われなくな 
った公共施設
を解体し危険
を除去するこ
とで周辺住民
の安全が確保
され、また、環
境整備につな
がることか
ら、地域の持
続的発展に資
するものであ
る。 
 

 


